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Ⅰ．はじめに 

 

ＩＣＴ(Information and Communication Technology) の急速な普及発展、中でも情報通信ネ

ットワークのブロードバンド化はコンテンツのリッチ化を進め、同時にパーソナル化を促進し、ラ

イフスタイルに大きな影響や変化を引き起こしています。 

 

 実際、インターネットはきわめて重要な情報源と認識され、たとえば我が国の就職活動は、既

にインターネットなしでは語れないものとなっています。更に、人々のコミュニケーション手法が

変化し、発信の志向性が強い世代が現れるとともに、電子商取引の利用による購買プロセス

にも大きな変化を引き起こしています。 

 

 そして、このような発展を支える ICT 分野の基盤技術の革新は、グローバルな規模で急速に

進展しており、諸外国においても標準化に関する様々な施策が講じられています。 

 

 我が国においては、総務省を中心に、消費者・利用者の利便性向上や産業の国際競争力

強化等の実現に向け、戦略的に標準化活動が推進されており、 現在、我が国が国際標準化

を進めていく優位性を有する先進的 ICT 分野として、「ホームネットワーク」、「3D テレビ」、「ク

ラウドサービス」、「次世代ブラウザ」、「デジタルサイネージ」などが掲げられています。 

 更に、地球温暖化対策に関する「ICT グリーンプロジェクト」では、スマートグリッドに関連す

る通信ネットワークシステムや通信プロトコルの技術仕様等を策定し、ITU 等に提案したり、

CO2 削減のための環境影響評価手法を確立し、ICT と気候変動に関する国際標準化を推進

するなどの取り組みが進められています。 

  

 一方、このような情報通信に関する国際的な環境の変化を受け、ＩＴＵ（本部）では、今までの

通信、放送に限らず、ＩＣＴを地球規模で社会発展を支えるものと位置づけ、金融、医療、教育、

農業等までを視野に入れて“国際標準化”に取り組んでいます。 

 

 当協会は、ＩＣＴ分野において、我が国とＩＴＵ（本部）および世界の国々との間に立ち、相互

理解と協調の実現を支援しつつ、日本のプレゼンスを高めるため各種の施策を展開していき

ます。 

 

 従来に引き続き平成２４年度も、法人賛助会員およびＩＣＴを主導的に管轄される総務省との

連携を今まで以上に密に保ちつつ、賛助会員の皆様の満足向上に鋭意努力します。 
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Ⅱ．平成２４年度事業計画 

 

１．研究会・講演会事業 

・平成２４年度に引き続き研究会・講演会を開催し、時宜を得たテーマについて専門家を講師

に招きタイムリーな情報発信を行います。 

・平成２４年度、研究会は、ＩＴＵ－Ｔ研究会、ＩＴＵ－Ｒ研究会及び政策研究会の３部門に分け

て、それぞれ年１１回開催を計画しています。 

・平成２４年度、各研究会のメインテーマは以下のとおりです。 

ＩＴＵ－Ｔ研究会 

 スマートグリッド、クラウドコンピューティング等の最新システム及びサービスの標準化動向

に関するテーマを中心に開催します。 

ＩＴＵ－Ｒ研究会 

 第４世代移動通信システム(IMT-Advanced)、コグニティブ無線システムの標準化動向等、

現在注目されている主要テーマを中心に開催します。 

政策研究会 

 東日本復興及び日本再生に向けたＩＣＴ総合戦略に基づく各種政策、情報通信分野のＯ

ＤＡ等に関するテーマを中心に開催します。 

・各研究会については、テーマ開催日等が決定次第、協会ＨＰに掲載し参加者希望者に向け

情報提供を行います。 

 

２．情報発信事業 

2.1 機関誌発行事業 

 平成２４年度も継続して和文月刊誌の“ＩＴＵジャーナル”と英文季刊誌の “New Breeze” の

２種類の機関誌を発行します。 

・機関誌の発行に当たっては、四半期毎に部外の有識者を招いて編集委員会を開催し出版

内容について審議を行い、記事の適正化を図ります。 

2.1.1 ＩＴＵジャーナル 

・平成２４年度 ITU ジャーナルは７月号から電子版で発行する予定です。 

・ＩＴＵジャーナルは、従来に引き続きＩＴＵ主要会合模様を掲載します。 

・併せて、ＩＴＵの主要テーマに焦点を当てた特集を計画しています。具体的テーマとして“防

災とＩＣＴ”、“インターネット”、“クラウドコンピューティング”などを取り上げる予定です。 

・昨今のグローバル化の流れを踏まえ海外情報の扱いを増やします。 

2.1.2 New Breeze 

・平成２４年度、New Breeze は、“スマートシティ”、“ＩＴＵ情報通信システム”、“東京スカイツリ

ーとマルチメディア放送”、“e-Health” などを特集する計画です。 

2.2 ＨＰを活用した情報発信 

 リアルタイム性、双方向性等のアクティブな特性を活用したインターネット・ベースの情報発

信はますます重要性を増しています。このトレンドにＩＴＵ協会も積極的に対処していきます。 
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・平成２３年度、ＨＰの完全リニューアルを行い、自分たちの手で簡単に情報を追加発信できる

ようにしました。２４年度は、更なる内容充実を図ります。 

・平成２４年度の主要課題は機関誌、研究会、講演会などの協会事業との連携強化です。 

2.3 協会発行図書等の販売 

・平成２４年度も船舶関係図書を中心に斡旋販売を継続します。 

・協会発行図書として、平成２４年度は「憲章と条約」等の発行を予定しています。 

 

３．顕彰等事業 

 「世界情報社会・電気通信日のつどい」を開催するとともに、電気通信、放送等の分野で活

躍され大きな貢献をされた方々を顕彰します。 

 日本ＩＴＵ協会賞を贈呈するとともに講演会を開催します。 

 

４．支援事業 

4.1 ＩＴＵ等支援事業 

・ＩＴＵ、ＡＰＴ等の国際機関が展開する国際標準化等の活動の支援を行います。 

・総務省、通信および放送関連組織、国及び民間の研究機関、大学等学術組織、ＩＣＴ関連

企業等が展開する標準化関連活動等の支援を行います。 

・ＩＴＵクラブの事務局業務を行いクラブ会員相互の交流促進に協力するとともに、協会の支持

基盤の維持強化に努めます。 

4.2 各種国際会議開催支援 

・国際会議等における日本事務局業務の受託実施等を通して支援協力を行います。 

・平成２４年度、支援を検討している国際会議は以下の通りです。 

a) 世界電気通信標準化総会(WTSA-12)  2012/11/20-29  UAE、ドバイ 

b) 世界国際電気通信会議(WCIT)  2012/12/3-14  UAE、ドバイ 

4.3 JICA, APT 等の受託研修事業 

・ＪＩＣＡ、ＡＰＴ等が主催する集団研修を受託実施し当該組織への支援を行います。 

4.4 自主研修事業 

・グローバル環境下で活躍できる人材育成を目的として引き続き「国際会議体験セミナー」を

自主研修事業として開催します。 

・また「国際人養成・国際交渉力ＵＰセミナー」と題する育成プログラムを計画しています。 

 

５．新規事業 

 ＩＣＴの発展に伴い社会は著しい変革を遂げています。この社会の変化に呼応し一般財団法

人として求められかつ望ましい新規事業を開拓/育成/確立するのが目的です。 

5.1 海外関係機関との関係強化及び情報入手ルートの多様化 

・海外関係機関とのパイプを開拓/強化し情報収集ルートの多様化を実現します。さらにこれを

協会の「コアコンピタンス」として育てていきます。 

・平成２４年度は、ＩＴＵ、ＥＴＳＩ、ＡＰＴ等への定期的な接触を中核とし、主要国における協会

同等の団体との関係強化等を模索します。 
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5.2 多様なトライアル 

・「ＩＴＵ活動、標準化活動、国際活動」等について、ＩＴＵ関連組織、政府機関、民間組織など

と連携を図り多方面から「標準化活動」の重要性を社会にアピールしていきます。 

 

６．経営基盤強化 

6.1 短中期的視野に立った協会のあり方の検討 

・平成２３年４月１日、当協会は一般財団法人に移行し、民間企業と同等のルールに則って業

務を進めることが求められることになりました。 

・この様な状況に鑑み、短中期的視野に立った協会の事業／組織の在り方について抜本的

検討を行い協会の将来のあるべき姿を模索検討します。 

6.2 法人賛助会員の維持・拡大と収入の確保 

・法人賛助会員の意見を広く聴取し協会活動に反映させるとともに、日常的に会員の維持・拡

大に努め財政基盤の安定化に努めます。 

6.3 職場の活性化と人材育成 

・メリハリのある労働環境を導入し職場の活性化を推進します。 

・変革に立ち向かえるアイデンティティを醸成・育成するため、「自ら考え、自ら行動できる職員」

を目指し指導育成を行います。 

6.4 効率的経営 

・日常的経費の見直しを継続的に実施するとともに、少数精鋭の人材を活かした一層の効率

的運営を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


